



































































































Benner (1982): Ordnung der staatlich anerkannten Ausbildungsberufe. Berlin. (Zitat aus





































































5) 例えば Kutscha (1992) を参照。
6) これらの諸形態については、Streeck et al. pp. 97–98, Koch/Reuling, S. 107–111. 寺





けた経験を持っている (BIBB (2001) S.85)。2002年 10月現在、デュアル
システムによって養成される職業は 350種ある。うち 1割ほどは 1969年職業
教育訓練法の制定以前から存在する職業資格であるが、9割は 1969年以後、  政
労使の枠組みで改定もしくは新設されたものである。なお職業教育訓練規程























der Deutschen Industrie) があげられる。第二次産業分野のみを組織対象と
し、2004年現在で 36の分野別工業団体が加盟している。また同じ製造業でも






国組織としては、ドイツ使用者団体連合会 (BDA: Bundesvereinigung Deut-
scher Arbeitgeberverbände) がある。2004年現在で 54の分野別経営者団体
が加盟している。第二次産業分野に限らず全産業領域をカバーしており、手工
業の使用者団体も BDA に加盟している。
会議所組織としては、地域レベルに商工会議所 (IHK: Industrie- und








はドイツ商工会議所連合会 (DIHT: Deutscher Industrie- und Handelstag)
に、手工業会議所はドイツ手工業会議所連合会 (DHKT: Deutscher Hand-









(DIHT)、ドイツ小売業連合会 (HDE)、ドイツ手工業中央連盟 (ZDH)、  準
会員はドイツ工業連盟 (BDI)、ドイツ卸売業・貿易業連合会 (BGA)、自由
業中央連合会 (BFB)、ドイツ農業連合会 (DBV) である。工業領域では BDI
は BDA に権限を委託して 1995年に正会員から準会員になり、また商業領域
















8) 以上は KWB の資料より。
9) 連邦教育研究所の正式名称は政権により変更される。例えば、コール政権期におい























BIBB は、1953年に設置された職業教育訓練作業機関 (ABB: Arbeitsstelle






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































それぞれ 16票ずつをもっている。なお連邦政府の票決数は 4分の 1であるが、
BIBB 運営の費用は 100%連邦政府予算によって賄われている。
中央委員会の労使団体については、経営者代表は KWB により、労働組合
は DGB により指名される。DGB は関連する産業別労働組合の指示を受け
て専門家を派遣しており、実質的には産業レベルの労働組合が重要な役割を
担っている。2000年以前は労働組合の全国団体として DGB 以外にもドイツ
職員労働組合 (DAG) があり、DGB が DAG も代表して指名と調整の機能






11) BIBB については、主として以下の文献を利用した。Heide-Wiedemann (1988),
BIBB, Geschäftsbericht (2000/2001/2002).




4回ほどしか開催されないが、常任委員会 (Ständiger Ausschuss) (4つのグ
ループから 2名ずつによる構成、平均年 6回開催)、諸州委員会 (Länderaus-
schuss)、その他の専門委員会が置かれている13)。第三に中央委員会は、連邦政
府に対しては助言機関としての役割を担っている。
中央委員会の決定を前提として BIBB の業務を執行するのが事務局長 (Gene-
ralsekretär) である。事務局長は BIBB 全体を対外的に代表する長官 (Präsi-














































































16) Vgl. Bundestagsdrucksache 7/2184.











れる。参加者は労使代表(KWB と DGB)、BIBB の代表、連邦教育
大臣、各州教育大臣会議 (KMK: Kultusministerkonferenz) である。
労使代表である KWB と DGB は、それぞれ関係する産業レベルの
組織と相談の上参加する。予備会談においては、少なくとも、a) 設定










































































期的な意義をもったのは、1978年金属労働組合 (IG Metall) と金属産業経
営者連盟 (Gesamtmetall) の間で合意された「金属職業の規程改正に向けて
の基本合意事項」である。金属産業の労使は 70年代前半から、金属関連職業






















































20) Benner (1992), Sauter (2001).
21) BIBB スタッフへの 2002年 5月の聞き取りより。















































しての性格を持つものである。図 2における A の場合であり、アメリカやイ
ギリスに典型的に見られる。二つ目は、職業教育訓練が主として教育の論理に
よって領導される場合であり、学校システムとしての性格を持つものである。
図 2における B の場合であり、フランスがその例である。三つ目は職業教育
訓練が、市場論理と教育論理の二つによる場合であり、市場システムと学校シ















































24) Vgl. „Berufsberatung und Berufslenkung“ in: Bundesministerium für innerdeutsche















































































27) Streeck et al. p. 84
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